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サステナビリティへの取り組み



区　分 2022年度実績 2021年度実績 増減率 修正予想 修正予想比

１．事業報告１．事業報告

（１）事業環境（１）事業環境

航空旅客の動向

事業環境
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営業収益は

（2）2022 年度（第 79 期）決算総括（2）2022 年度（第 79 期）決算総括

経営成績

区　分 当　期
（2022年度）

前　期
（2021年度） 増　減 増減率 修正予想 差　異

億円 億円 億円 ％ 億円 億円

営 業 収 益 1,1301,130 570570 559559 98.198.1 1,0591,059 7171

営 業 損 益 ▲　105▲　105 ▲　412▲　412 306306 -- ▲　143▲　143 3737

経 常 損 益 ▲　120▲　120 ▲　438▲　438 317317 -- ▲　156▲　156 3535

親会社株主に帰属 
す る 当 期 純 損 益 ▲▲　 39　 39 ▲　252▲　252 213213 -- ▲　 46▲　 46 66
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注：億円未満は切り捨て処理しております。

（３）2022 年度（第 79 期）財政状況（３）2022 年度（第 79 期）財政状況

財政状況

科　　目 当　期
（2023年 3月 31日）

前　期
（2022年 3月 31日）

増減額
億円 億円 億円

資産の部

流　動　資　産 1,149 1,138 11

固　定　資　産 3,319 3,500 ▲ 180

有 形 固 定 資 産 2,661 2,799 ▲ 138

無 形 固 定 資 産 318 343 ▲  25

投資その他の資産 340 356 ▲  16

資 産 合 計 4,469 4,638 ▲ 169

科　　目 当　期
（2023年 3月 31日）

前　期
（2022年 3月 31日）

増減額
億円 億円 億円

負債の部
流 動 負 債 491 368 122

固 定 負 債 2,568 2,710 ▲ 141

負 債 合 計 3,060 3,078 ▲  18

純資産の部
株 主 資 本 1,492 1,531 ▲  39
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 10 10 0

非 支 配 株 主 持 分 ▲  93 18 ▲ 111

純 資 産 合 計 1,409 1,560 ▲ 150

負 債 純 資 産 合 計 4,469 4,638 ▲ 169

科　　目 当　期
（2023年 3月 31日）

前　期
（2022年 3月 31日）

増減額
億円 億円 億円

負債の部
流 動 負 債 584 505 79

固 定 負 債 1,044 1,068 ▲  24

負 債 合 計 1,628 1,573 55

純資産の部
株 主 資 本 1,419 1,366 53

評 価・ 換 算 差 額 等 16 24 ▲   8

純 資 産 合 計 1,435 1,391 44

負 債 純 資 産 合 計 3,064 2,964 99

科　　目 当　期
（2023年 3月 31日）

前　期
（2022年 3月 31日）

増減額
億円 億円 億円

資産の部

流　動　資　産 1,008 856 152

固　定　資　産 2,055 2,108 ▲  52

有 形 固 定 資 産 1,397 1,425 ▲  28

無 形 固 定 資 産 11 15 ▲ 　4

投資その他の資産 646 666 ▲  20

資 産 合 計 3,064 2,964 99
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へ移行

区　　　分 2023年度 2022年度 増減率 目標値※ 増減率 2019年
暦年実績 増減率

万人 万人 ％ 万人 ％ 万人 ％

羽田空港　国内線 6,5646,564 5,247 25.1 6,900 ▲　4.9 6,886 ▲　4.7

羽田空港　国際線 1,8181,818 681 167.1 2,560 ▲ 28.9 1,853 ▲　1.9

羽田空港　　 計 　 8,3838,383 5,928 41.4 9,460 ▲ 11.4 8,740 ▲　4.1

成田空港　国際線 2,3742,374 1,355 75.1

関西空港　国際線 1,5491,549 512 202.0

中部空港　国際線 311311 82 276.9

２．2023 年度（第 80 期）業績予想２．2023 年度（第 80 期）業績予想

旅客数予測

事業環境
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急回復する旅客需要への対応
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営業収益

営業収益

2019 年度

2020 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度

（実績） （実績）

（実績） （実績） （実績） （当初予想）（コロナ前計画）

（実績） （実績） （予想）
2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度

販売費及び一般管理費の状況

人手不足への対応
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営業収益

区　分 次期
（2023年度）

当期
（2022年度） 増　減 増減率

億円億円 億円億円 億円億円 %%

営 業 収 益営 業 収 益 1,9571,957 1,1301,130 826826 73.173.1

営 業 損 益営 業 損 益 154154 ▲　105▲　105 259259 --

経 常 損 益経 常 損 益 131131 ▲　120▲　120 251251 --

親会社株主に帰属 親会社株主に帰属 
す る 当 期 純 損 益す る 当 期 純 損 益 9090 ▲　 39▲　 39 129129 --

注：億円未満は切り捨て処理しております。注：億円未満は切り捨て処理しております。

通期連結業績予想
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DX・新技術活用による改善・革新 組織・人財・ガバナンス

サステナビリティの推進

財務戦略

収益基盤の拡大

空港事業の成長

再成長土台の確立

［成長・進化］
伸ばす ［挑戦・チャレンジ］

拡げる
［改革・イノベーション］

変える

最適化 価値創造

成長ドライブ

収益基盤の強化

持続可能性を追求

経営基盤の強化

３．中期経営計画（2022年度〜 2025年度）の進捗状況３．中期経営計画（2022年度〜 2025年度）の進捗状況
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▲50億円

戦略ロードマップ①
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戦略ロードマップ②
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戦略ロードマップ③
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「企業性」と「公共性」の2 軸でマッピングし、
当社にとって最も重要な課題を抽出

最も重要

重要
「企業性」

自社事業にとってのインパクト

最も重要

﹁
公
共
性
﹂

社
会
に
と
っ
て
の
イ
ン
パ
ク
ト

り

※マテリアリティ：重要課題

　KP I　　　　　：重要業績評価指標

４．サステナビリティへの取り組み４．サステナビリティへの取り組み

（１）サステナビリティ中期計画の策定（１）サステナビリティ中期計画の策定
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取り組み

※ZEB：ネット・ゼロ・エネルギービル

（２）マテリアリティ及び KPI（２）マテリアリティ及び KPI

環境
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取り組み

社会
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取り組み

インナーブランディング活動
（プラスワンプロモーション）
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取り組み

ガバナンス
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（３）マテリアリティと中期経営計画との関連性（３）マテリアリティと中期経営計画との関連性
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※Scope1：自社設備で燃料燃焼、また化学反応等によって直接排出した二酸化炭素、他のGHG（温室効果ガス）
　Scope2：外部から購入した電気などの二次エネルギーが作られる際に排出した二酸化炭素
　Scope3：Scope1、2以外の原材料の生産から製品の使用、廃棄、従業員の出張・通勤など、自社事業にかかわる
　　　　　 すべての間接的なGHGの排出

（４）TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に基づく情報開示（４）TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に基づく情報開示
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（５）CO（５）CO22排出量削減目標排出量削減目標
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（参考）基本的な旅客ターミナルビル会社の位置づけ

・インフラの担い手

・航空会社との関係 ：チェックインカウンター、事務室等を賃貸

・物販、飲食及びサービス店舗との関係 ：旅客ターミナルビル会社が直営店舗を出店する場合や、航空関連会社などのテナントへ店舗、
 　事務室を賃貸。但し、構内営業の届出等が必要

滑走路、誘導路、エプロン ：国、地方公共団体、成田・関空・中部の各空港会社が設置・管理

旅客（貨物）ターミナルビル ：民間企業、第３セクター、空港会社等が建設・所有、管理運営

整備場 ：民間企業、航空会社等が建設・所有、管理

当社は、空港法第15 条第１項に規定する空港機能施設事業（※）を行う者として指定（国土交通大臣）を受ける。
（※）空港機能施設（各空港においてその機能を確保するために必要な航空旅客若しくは航空貨物の取扱施設又は航空機給油施設をいう。）
　　 を建設し、又は管理する事業

１．当社グループの概要１．当社グループの概要

（1） 羽田空港における当社の位置づけ（国内の主要空港との比較）（1） 羽田空港における当社の位置づけ（国内の主要空港との比較）
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（２）事業案内（２）事業案内
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・当社設立以来、約 70年に亘り、極めて公共性の高い旅客ターミナルビルを建設・管理運営する純民間企業として、
　既に「民間の知恵と資金」を最大限発揮
・国による空港・航空政策に基づき、旅客ターミナルビルの拡張等の施設設備、適切なサービスの提供、保安対策等を実施
・航空会社とは常に共存共栄の精神の下、航空業界の発展に貢献

●旅客ターミナルにおける絶対安全の確立
●お客さま本位（利便性、快適性、機能性）の旅客ターミナル運営
●安定的かつ効率的な旅客ターミナル運営
●企業体質の強化及びグループ企業の総合力向上

（３）基本理念と経営方針（３）基本理念と経営方針
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（４）サステナビリティ基本方針（４）サステナビリティ基本方針
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開館当時の羽田空港旅客ターミナルビル

羽田空港第１旅客ターミナルビル

羽田空港第２旅客ターミナルビル

（５）沿革（５）沿革
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（６）グループ企業（６）グループ企業
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（７）収益構造　／　セグメント別内容、営業収益構成比（７）収益構造　／　セグメント別内容、営業収益構成比
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（８）設備投資の推移（８）設備投資の推移
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JAPAN AIRPORT TERMINAL

（９）東京国際空港ターミナル株式会社の概要（９）東京国際空港ターミナル株式会社の概要
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２．東京国際（羽田）空港の概要２．東京国際（羽田）空港の概要

（１）配置図（１）配置図
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空港 都市・空港

  1 東京（羽田） HND 50,007 （45,970） 137 28.1

  2 札幌（新千歳） CTS 15,227 （14,970） 41 8.5

  3 福岡 FUK 14,824 （13,890） 40 8.3

  4 東京（成田） NRT 13,793 （6,381） 37 7.7

  5 沖縄（那覇） OKA 13,765 （13,661） 37 7.7

  6 大阪（伊丹） ITM 11,526 （11,526） 31 6.5 

  7 大阪（関西） KIX 7,900 （5,589） 21 4.4

  8 名古屋（中部） NGO 4,966 （4,529） 13 2.8

  9 鹿児島 KOJ 4,064 （4,064） 11 2.3

10 大阪（神戸） UKB 2,701 （2,701） 7 1.5

その他 79 空港  39,421 （39,412）  22.1

  1 アトランタ ATL 93,699

  2 ダラス・フォートワース DFW 73,362

  3 デンバー DEN 69,286

  4 シカゴ（オヘア） ORD 68,340

  5 ドバイ DXB 66,069

  6 ロサンゼルス LAX  65,924

  7 イスタンブール I S T 64,289

  8 ロンドン（ヒースロー） LHR 61,614

  9 ニューデリー DEL 59,490

10 パリ（シャルルドゴール） CDG 57,474

コード コード年間（千人） 年間（千人）1 日平均（千人） シェア（%）

（２）旅客者数比較（２）旅客者数比較
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ʼ

ʼ

ʼ

ʼ

参考（SKYTRAX 社実施 国際空港評価）参考（SKYTRAX 社実施 国際空港評価）
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